
巡回監査士試験　出題の範囲

１．巡回監査Ⅰ（職業倫理・巡回監査）

【職業倫理】

① ＴＫＣ創設の理念

② ＴＫＣ全国会の結成目的

③ 生涯研修制度

④ ＴＫＣ会計人の行動基準書

⑤ 書面添付の推進

⑥ ＴＫＣ会計人の基本理念

① 基本理念

② 職業会計人の実践的行動規範

③ 税理士業務

④ 幹部職員錬成

【巡回監査】

① 巡回監査の必要性

② 税理士の使命としての巡回監査

③ 巡回監査体制の構築

④ 関与先指導における基本的姿勢

⑤ 証憑と監査証拠

① 経営助言の意義

② 経営助言の基本的考え方

③ 経営改善計画の作成

④ 保健指導の必要性

⑤ 共済制度の考え方

① 税理士法第３３条の２第１項

② 意見聴取並びに虚偽記載に対する罰則規定

③ 事務運営指針

④ 書面添付制度の意義と効果

① 社会からの期待が広がる書面添付

② これからの税理士業務

③ 記帳条件と情報の信頼性

① ＴＫＣの創業と事業目的

② システムの開発思想

③ 過去データの訂正・追加・削除処理の禁止

④ 電子帳簿保存法

⑤ 税理士事務所用システム

⑥ 関与先企業用システム

⑦ 記帳適時性証明書

⑧ ＴＫＣ会員による巡回監査と月次決算

(1) ＴＫＣ創設とＴＫＣ全国会結

成

(2) ＴＫＣ理念

(1)法律からの要請に基づき実施

する巡回監査

(2)社会からの要請に応えるため

に実施する巡回監査業務

(3)税理士法の要請に基づき実施

する書面添付

(4)社会からの期待が広がる書面

添付

(5)ＴＫＣシステムの開発思想
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２．巡回監査Ⅱ（企業会計・経営助言）

【企業会計】

① 会計とは

② 会計業務とは

③ 決算書とは

④ 決算書の役割とは

⑤ 月次決算とは

① 企業会計原則

② 国際会計基準

③ 企業会計基準

④ 中小企業会計基準

① 財務諸表の体系

② 貸借対照表

③ 損益計算書

④ 株主資本等変動計算書

⑤ キャッシュ・フロー計算書

⑥ 個別注記表

① 期間損益計算

② 収益・費用の認識基準

③ 費用・収益対応の原則

① 資産の意義・分類

② 資産の評価基準

③ 費用配分の原則

④ 流動資産

⑤ 固定資産

⑥ 繰延資産

① 負債の意義と分類

② 流動負債

③ 固定負債

④ 引当金

⑤ 偶発債務

① 純資産の意義と分類

② 株主資本

③ 剰余金

④ 株主資本以外の項目

(8) 中小会計要領 ① 中小会計要領とは

【経営助言】

① 損益分岐点・収支分岐点

② 変動損益計算書の分析

① 経営指標

② 収益性分析

③ 生産性分析

④ 安全性分析・債務償還能力

① 資金繰りの基礎

② 資金移動図表

③ 資金繰り予定表の作成

④ 資金繰り改善

(4) 経営計画 ① 目標変動損益計算書

① 業績検討会

② 部門別業績管理

(1) 会計業務と決算書

(2) 会計基準

(3) 財務諸表

(4) 損益会計

(6) 負債会計

(5) 資産会計

(7) 純資産会計

(1) 変動損益計算書

(2) 財務分析

(3) 資金繰り

(5) 業績管理
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３．所得税法

① 所得税法の概要

② 各種所得と各種所得の金額の計算

③ 事業所得の金額の計算

④ 譲渡所得の金額の計算

⑤ 課税標準・課税所得金額の計算

⑥ 所得控除の計算

⑦ 納付税額の計算

⑧ 譲渡所得の特例

⑨ 有価証券の譲渡

⑩ 金融商品に係る課税関係

⑪ 平均課税制度

⑫ 源泉徴収

⑬ 給与所得者の所得税の取扱い

⑭ 事業を承継した場合の所得計算

⑮ 法人成りに伴う所得計算

⑯ 確定申告書の様式

(1) 所得税法
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４．法人税法

① 法人税法の概要

② 各事業年度の所得の金額

③ 申告・納付

④ 受取配当等

⑤ 資産の評価損益

⑥ 棚卸資産

⑦ 有価証券

⑧ 外貨建取引の換算等

⑨ 減価償却

⑩ 繰延資産

⑪ 給与

⑫ 交際費等

⑬ 使途秘匿金

⑭ 寄付金

⑮ 租税公課及び納税充当金

⑯ 圧縮記帳

⑰ 土地取引等

⑱ 引当金等

⑲ 保険料

⑳ 短期の前払費用

㉑ 各種団体の会費・入会金等

㉒ 海外渡航費

㉓ 不正行為等に係る費用の取扱い

㉔ 欠損金

㉕ 税効果会計

㉖ 自己株式

㉗ 組織再編税制

㉘ グループ法人税制

㉙ 連結納税

㉚ 税額計算

㉛ 国際課税

㉜ 会社の解散

㉝ 届出書並びに申請書

(1) 法人税法
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５．消費税法

① 消費税法の概要

② 納税義務者

③ 課税の対象

④ 資産の譲渡等の時期

⑤ 課税標準

⑥ 税額控除等

⑦ 国境を越えた役務の提供

⑧ 申告・納付・還付

⑨ 申告書及び付表の作成

⑩ 地方消費税の計算

⑪ 消費税及び地方消費税と印紙税

⑫ 控除対象外消費税額等

⑬ 国・地方公共団体等（公益法人等）に対する特例

⑭ 法人成りの場合等の注意点

⑮ リース取引があった場合の注意点

⑯ 消費税関係申告書等

(1) 消費税法

2023.6版



巡回監査士試験　出題の範囲

６．相続税法

① 相続人と相続順位

② 相続の承認と放棄

③ 相続分

④ 遺言と遺留分

⑤ 贈与

① 相続税の概要

② 相続税の納税義務者

③ 相続税が課税される財産

④ 相続税の非課税財産

⑤ 小規模宅地等の減額金額

⑥ 特定計画山林の減額金額

⑦ 債務控除

⑧ 相続税額の計算

ⅰ)各人毎の課税価格の計算

ⅱ)相続税の総額の計算

ⅲ)各人毎の納付税額の計算

⑨ 相続税の申告と納付

① 贈与税の概要

② 贈与税額の計算

③ 贈与税の配偶者控除

④ 相続時精算課税制度

⑤ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税の特例

⑥ 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度

⑦ 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度

⑧ 贈与税の申告と納付

① 財産評価の概要

② 宅地

③ 宅地の上に存する権利

④ 農地

⑤ 家屋・構築物

⑥ 動産

⑦ 株式

⑧ 公社債等

⑨ 預貯金

⑩ 貸付金債権等

⑪ 受取手形等

⑫ ゴルフ会員権

(3) 相続税法【贈与税編】

(4) 相続税法【財産評価編】

(1) 相続税法【民法編】

(2) 相続税法【相続税編】
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